
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2018 年 2 月 6 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、米経済指標が冴えない結果となったことや、米主要株価が序盤から大きく下落したことが影響し、ドル円・クロ

ス円は上値の重い動きとなった。その後は、株価が下げ幅を縮小しプラス圏まで値を戻したことや、米長期金利の上昇もあり、

底固い動きとなった。そして、終盤には株価が堅調な動きとなったことから、リスク回避のムードも後退し、ドル円・クロス円

は堅調な動きとなった。一方、米株式市場では、前日の流れを引き継ぎ、主要株価は序盤大きく下落した。その後は買い戻しも

見られ、終盤には堅調な動きとなり、ダウ平均、ナスダックは前日比 2％以上の上昇となった。 

 

 

主要な米経済指標結果 

 

12月米貿易収支 -531億 USD（予想 -521億 USD・前回 -505億 USD⇒-504億 USD） 

 

12月の米貿易収支では、赤字額が前月比+5.3％の 531億ドルとなり、2008年 10月以来で最大となった。12月の輸出額は+1.8％

の 2034億ドルとなり、資本財の輸出が過去最高となったことに加え、工業用資材や素材も増えた。一方、輸入額は+2.5％の 2565

億ドルで、消費財の輸入が過去最高水準だったほか、資本財や食品も増加した。また、GDPの算出に使用されるインフレの影響

を除いた実質財収支では、684億ドル（前月 665億ドル）の赤字となり、前月から拡大した。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

 

12月米 JOLT求人件数 581.1万件（予想 596.1万件・前回 587.9万件⇒597.8万件） 

 

12月の米求人件数は、前月比-16万 7000件の 581.1万件となり、7ヵ月ぶりの低水準となった。雇用は 548.8万人（前月 549.3

万人）と小幅減少した。民間が+1万人、政府は-1.4万人。自発的離職者は 326万人（前月 316万人）と 2001年初め以降で最多

となり、離職率は 2.2％。解雇者は 165万人（前月 173万人）と減少した。 
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出所：Bloomberg 

 

 

主要株価は序盤下落も、終盤には大きく上昇 

 

米株式市場は、米金利上昇と世界的株安への警戒感が深まる中、前日の流れを引き継ぎ、主要株価は大きく下落して始まった。

その後は、値を戻したものの、上値の重い動きが続いた。ただ、終盤には買い戻しが強まり、大きく上昇して引けた。ダウ平均

株価は、序盤に一時前日比 560 ドル以上の下落となり、24000 ドルの節目を割り込んだ。しかし、終盤には堅調な動きとなり、

前日比 2％以上の上昇となった。 

 

 
出所：Bloomberg 
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出所：データを基に SBILMが作成 

 

 

株価の上昇に合わせ、ドル円・クロス円は終盤堅調な動き 

 

NY 市場では、円買い・ドル売りが一巡しており、ドルの買い戻しも見られ、序盤のドル円はやや堅調な動きとなった。ただ、

米国の経済指標が冴えない結果となったことや、米長期金利、米国株の動きをにらみながら神経質なムードも強く、やや上値の

重い動きとなった。一方、ユーロは、ドイツの連立政権樹立に向けた協議が進展しなかったことなどもあり、対ドルなどで上値

の重い動きとなった。終盤には、株価が堅調な動きとなったことが好感され、ドル円・クロス円は堅調な動きとなった。 

 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 
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本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


